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研究成果の概要（和文）：本研究は、「東アジア回廊」地域を大陸部・半島部・島嶼部に区分し、それらの農村社会構
造の分析を行い、日本内地・本土農業の相対化を図ろうとする試みである。具体的には、「東アジア回廊」地域の農業
を中国黒竜江省の国有農場、韓国江原道の泉田里、中国江蘇省の開弦弓村、中国海南島の国有農場を中心に調査を行い
、主に土地所有、農家、集落の性格を分析し、その類型化を図った。研究手法はマルク・ブロックの提起した現状から
歴史を遡る方法を採用することで、農村社会構造を総合的に把握することに一定の成果を得た。

研究成果の概要（英文）：This research studies the structure of rural society separately in mainland, penin
sular and islands of East Asia corridor region, and compares the agriculture between these areas and the m
ainland of Japan. Case studies include China state farms in Heilongjiang Province, South Korea Cheonjeon-r
i in Gangwon-do, China Kaixiangong village in Jiangsu Province and China state farms in Hainan Island. Cha
racteristics of land ownership, farmer household and village group in each case have been analyzed and cla
ssified. By tracing history according to the research method raised by Marc Bloch, structure of rural soci
ety has been summarized.
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１．研究開始当初の背景 
申請者は、経済のグローバル化が徐々に進
展を見せ始めた 1990 年代初頭に東アジア農
業研究を開始した。その目的は、北海道農業
を北東アジア農業のなかに位置づけること
であった。研究手法は、日本内地を取り囲む
「東アジア回廊」を措定し、各地に定点観測
地点を設けてフィールドワークにより個々
の個性を抽出しつつ、相互比較を行うことに
ある。その拠点フィールドは中国大陸部に３
地点（黒竜江省：国有水田農場、山東省：青
島地区日本向け野菜基地、江蘇省：「江村」
－農村工業化の村）、韓国に３地点（平場水
田、中山間農業、都市近郊園芸）、台湾に２
地点（野菜基地、田畑輪換経営）である。 
研究対象とする「東アジア回廊」農業は、
北海道農業＝内国植民地→中国東北＝大陸
内国植民地→韓国農業＝大陸半島部→中国
山東農業＝大陸沿海部Ⅰ→中国江南農業＝
大陸沿海部Ⅱ→台湾農業＝島嶼部→沖縄農
業＝島嶼部である。 
さらに、FTA の締結条件などをめぐり、東
アジア圏に関する関心は高まっており、特に
経済史領域における研究が進みつつある。こ
うした業績には当然農村社会構造に関わる
論点は存在するが、その視点は歴史的なもの
に止まっており、現代的な問題領域をカバー
していない。また、農業経済学の領域では、
政策論が基調であり、農村に踏み入った地域
研究のレベルからは遠い。この最大の問題は、
個々の研究者の研究領域が国別縦割りとな
っている点、歴史研究と現状分析が分断され
ている点にある。本研究は、日本の国内研究
と東アジア研究を同時に手がけ、従来の研究
の「壁」を突破し、新たな東アジア農業論を
構築しようとする試みである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本内地を経由せずに北海道から
沖縄に至る「東アジア回廊」を大陸部・半島
部・島嶼部に区分し、それらの農村社会構造
の分析を行うことで、北海道・沖縄の位置づ
けを明らかにし、日本内地・本土農業の相対
化を図ろうとする試みである。  
従来、日本農業研究は本州・四国・九州とい
う３つの島を主な対象として行われ、ともす
れば北海道と沖縄は日本農業のなかで特殊
なものとして扱われる存在であった。しかし
ながら、農業のグローバル化が進展し、地域
の多様性が認識される今日、北海道と沖縄と
いう存在は東アジアのなかで必ずしも特殊
ではないことが明かになって来つつある。本
研究はこれまでの研究実績を踏まえた上で
の延長線である。 
 
３．研究の方法 
 フィールドワークがメインである。 
 
４．研究成果 
学術論文・著書が多数あり、学会発表取り分

け国際学会での発表回数が多い。 
平成 23 年度の調査研究計画では、大陸半
島部・沿海部に関わる補足調査として、中国
山東省青島地区の調査と韓国の調査を行う
予定であったが、韓国の調査に関しては、研
究のカウントパートの韓国の大学の教員が
海外研究でアメリカとヨーロッパに長期出
張のため、急遽、平成 24 年度に実施予定の
中国の江南地域の調査を行った。調査は順調
に運び、その成果としてすでに２つの研究論
文にまとめた。1 つは「蘇南地域における農
村工業の転換と雇用吸収力」（『農経論叢』第
67 集、pp.73-81）、もう 1 つは「蘇南地域に
おける農村企業の展開と出稼ぎ労働者」（同、
pp.82-95）である。また、山東省青島地区の
調査に関しては、万福食品ならびに北海食品
という２つの食品企業の調査を予定通り行
ったが、企業の集荷区域の村民委員会の調査
に関しては、一部のみを行い、残りは次回に
譲る。 
中国蘇南地域に関しては、まず、村の時系列
データを蒐集加工することで、郷村企業から
私営企業への転換のなかでの村民の雇用お
よび支払賃金の動向を明らかにした。その結
論は、雇用は継続し、農家経済における賃金
収入割合は極めて高く、その雇用吸収力を維
持しているということである。ただし、周辺
農村や出稼ぎ労働者への依存度も高まって
おり、雇用に対する村民の優先権は失われて
いると言える。また、出稼ぎ労働者に関して
は、織布工場においては出稼ぎ労働者の存在
は補完的なものであり、しかも拡充の条件は
縮小していること、セーター工場においては
当初から出稼ぎ労働者の存在を前提として
拡大が進んでおり、その確保が困難になった
場合、その存立が難しいということが明らか
となった。出稼ぎ労働者の問題は、三農問題
の理解においても、沿海部の発展の条件を考
える上でもきわめて重要であるが、沿海農村
における位置づけも重要であることがわか
った。 
 平成 24 年度の調査研究計画では、「中国東
北における国有農場下の生産隊の性格に関
する調査と北海道における地帯別の農村構
造に関する調査を行う予定である」とし、予
定通り調査を順調に行い、その成果として研
究論文１つと学会発表論文１つとしてまと
めることができた。前者に関しては、「大規
模稲作地帯の形成と精米企業展開の特質－
中国黒龍江省八五四農場を対象に－」（『農経
論叢』第 68集）であり、後者に関しては「三
江平原における米業の展開と加工・販売体制
－中国国有農場を対象として－」というテー
マで 2013 年度日本農業経済学会特別セクシ
ョンとして発表した。主に国有農場の生産隊
の性格と役割について分析し、国有農場の米
業事業の実態について明らかにした。北海道
の調査では、地帯別として稲作地域の南幌町
と栗山町の調査を行い、「内国植民地」であ
る北海道と中国東北地域の類似性について



検討する試みをした。また、台湾の農会調査
も行い、農会と地域住民の関係の変化につい
て分析を行った。 
 平成 25 年度の調査研究計画は、韓国と沖
縄を中心に行う予定であったが、韓国につい
ては、計画通り江原道を対象に 8月に調査を
行った。調査農家は 29 戸であり、第 1 回目
調査（1993 年）と第 2 回目調査（2003 年）
を比較するための貴重なデータが手できた。
沖縄の調査に関して、沖縄国際大学の北大 OB
のお勧めもあって、これまで調査・研究の蓄
積のある海南島を継続調査することで、同じ
島嶼部農村としての構造変化を究明するこ
とにした。その成果は、第 127 回北海道農業
経済学会で「中国国営農場改革による自営経
営の南方的展開－海南省南浜農場の熱帯果
樹と反季節性野菜－」という題で報告を行っ
た。 
研究成果として、３つの学術論文（「雑誌論
文」5,6,7）を作成した。 
５．主な発表論文等 
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